
３ 普通会計の行政コスト計算書 
  平成 16 年度（平成 16 年 4 月 1 日～17 年 3 月 31 日）の行政コストは 1 兆 3,568
億円となっており、前年度と比較して 45 億円（▲0.3％）の減となっています。 

行政コストを性質別にみると、扶助費や他会計への繰出金といった「移転支出的な

コスト」が全体の４割半ばを占めており、前年度と比較しても、補助費等の減がある

ものの、生活保護など扶助費の増等により 81 億円（1.3％）増加しています。次に時

の経過による有形固定資産の価値の減少分を表す減価償却費や委託料その他を含む

物件費等「物にかかるコスト」が全体の約４分の１を占めていますが、前年度と比較

すると、減価償却費等が増加しているものの、維持補修費の減により 4 億円（▲0.1％）

の減となっております。また、職員に対する人件費等「人にかかるコスト」も全体の

約４分の１を占めていますが、人員の見直しや給料の減額等により 78 億円（▲2.5％）

の減となっています。なお、「その他のコスト」については、公債費利子の減等によ

り 44 億円（▲5.9％）の減となっています。 
また、行政目的別にみると、生活保護等の給付サービスが多い民生費が全体の３分

の１強を、次いで減価償却費の大きい土木費が約２割を、さらに教育費、衛生費がそ

れぞれ約１割を占めています。前年度と比較すると、総額の大きな民生費の増がある

ものの、ほとんどの費目で減となっており、全体としては減少しています。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



［行政コスト］（性質別）

構成比

3,092 億円 22.8% 3,170 億円 ▲ 78 億円 ▲ 2.5 ％

人件費 2,816 20.8% 2,872 ▲ 56 ▲ 2.0

退職給与引当金繰入 276 2.0% 298 ▲ 22 ▲ 7.3

3,425 25.2% 3,429 ▲ 4 ▲ 0.1

物件費 1,370 10.1% 1,366 4 0.4

維持補修費 231 1.7% 246 ▲ 15 ▲ 6.2

減価償却費 1,824 13.4% 1,817 7 0.3

6,352 46.8% 6,271 81 1.3

扶助費 3,467 25.6% 3,278 189 5.8

補助費等 1,558 11.5% 1,655 ▲ 97 ▲ 5.9

繰出金 998 7.3% 967 31 3.2

普通建設事業費
（他団体等への補助金等） 329 2.4% 371 ▲ 42 ▲ 11.3

699 5.2% 743 ▲ 44 ▲ 5.9

公債費（利子分のみ） 653 4.8% 695 ▲ 42 ▲ 6.0

不納欠損額 46 0.4% 48 ▲ 2 ▲ 4.2

13,568 100.0% 13,613 ▲ 45 ▲ 0.3

391 340 51 15.1

13,177 13,273 ▲ 96 ▲ 0.7

［収入項目］　

2,253 2,097 156 7.5

2,717 2,467 250 10.1

7,900 7,831 69 0.9

12,870 12,395 475 3.8

▲ 307 ▲ 878 571

［行政コスト］（目的別）

構成比

5,203 億円 38.3% 5,015 億円 188 億円 3.7 ％

2,744 20.2% 2,759 ▲ 15 ▲ 0.5

1,535 11.3% 1,531 4 0.2

1,472 10.9% 1,524 ▲ 52 ▲ 3.4

2,614 19.3% 2,784 ▲ 170 ▲ 6.1

13,568 100.0% 13,613 ▲ 45 ▲ 0.3

収入　－　行政コスト

使用料・手数料等

国庫（府）支出金

一　般　財　源

収　入

行政コスト（再計）

その他のコスト

行政コスト

正味資産国庫(府)支出金償却額等

人にかかるコスト

物にかかるコスト

移転支出的なコスト

増減額 増減率

大阪市の行政コスト計算書（普通会計）

総　　額

平成16年度 平成15年度

前年度比較

総　　額
前年度比較

平成16年度 平成15年度
増減額 増減率

その他

行政コスト

民生費

土木費

教育費

衛生費

※平成16年度の収支は、地方財政対策における補てん措置（臨時財政対策債４４１億円、減税補てん債１４０億円）を含めると、２７４億円の剰余
になる。（15年度の収支は、同様に臨時財政対策債６１１億円、減税補てん債１１７億円を含めると、１５０億円の欠損になる。）



 行政コストを他の政令指定都市と比較してみると、性質別では、人件費、扶助費、物

件費など全てにおいて高コスト体質にあります。本市における夜間人口一人あたりの年

間行政コストは 544 千円（平成 16 年度）で、平成 15 年度の比較では、政令指定都市

のなかでも一番高く、本市と規模が類似している横浜市・名古屋市の２都市単純平均

340 千円と比べてもかなり高くなっています。 
 この理由としては、直接的に行政サービスを行う職員や教職員等が多いことなどによ

り人件費が高いことや、生活保護費をはじめとする扶助費が多いこと、また、早くから

都市基盤整備に努めてきたことにより減価償却費が高いこともコストを押し上げる要

因となっています。こうした理由から、目的別でみましても、民生費や教育費が特に高

くなっています。 
 人口や税収に応じた“身の丈”にあわせていくべく、今後とも、行政コストの圧縮に

努めてまいります。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



　　　にも含めていません。なお、目的別行政コストが未公表の名古屋市および公表区分の異なる北九州市を除いています。

　　　　

  　市民一人あたりの行政コスト　～他都市との比較～（１５年度）

    　※平成12年度にさいたま市は発足していないので、昼間人口一人あたりの行政コストは算出しておらず、他政令市平均
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行政コスト計算書（自平成１６年４月１日至平成１７年３月３１日）

[ 行 政 コ ] （単位：百万円）ス ト

総 額 [構成比率] 議 会 費 総 務 費 民 生 費 衛 生 費 労 働 費 農林水産業費 商 工 費 土 木 費 消 防 費 教 育 費 災 害 復 旧 費 公 債 費 諸 支 出 金 不 納 欠 損 額

(1)人件費 281,588 20.8% 2,191 48,497 45,798 53,035 152 117 3,503 30,024 33,214 65,057 0

1 (2)退職給与引当金繰入 27,613 2.0% 215 4,755 4,491 5,200 15 12 344 2,944 3,257 6,380 0

小　　　計 309,201 22.8% 2,406 53,252 50,289 58,235 167 129 3,847 32,968 36,471 71,437 0

(1)物件費 137,059 10.1% 514 17,252 28,493 21,920 465 38 4,835 16,131 3,493 42,337 1,581 0

(2)維持補修費 23,085 1.7% 0 758 556 3,920 12 8 128 14,287 240 3,176

2 (3)減価償却費 182,389 13.4% 0 4,629 3,801 15,413 38 36 6,022 122,433 3,290 26,727

(4)その他 0 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

小　　　計 342,533 25.2% 514 22,639 32,850 41,253 515 82 10,985 152,851 7,023 72,240 1,581 0

(1)扶助費 346,732 25.6% 323,687 19,635 3,410

(2)補助費等 155,761 11.5% 380 8,296 20,041 18,506 0 27 11,885 61,465 800 6,286 0 28,075

3 (3)繰出金 99,786 7.3% 0 88,401 8,088 0 0 1,995 1,302 0 0 0

(4)普通建設事業費 32,914 2.4% 0 207 5,000 1,529 0 0 290 25,804 0 84

小　　　計 635,193 46.8% 380 8,503 437,129 47,758 0 27 14,170 88,571 800 9,780 0 28,075

(1)災害復旧事業費 0 0.0% 0

(2)失業対策事業費 0 0.0% 0

4
(3)公債費(利子) 65,287 4.8% 65,287

(4)債務負担行為繰入 0 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(5)不納欠損額 4,628 0.4% 4,628

小　　　計 69,915 5.2% 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 65,287 4,628

行　政　コ　ス　ト  a 1,356,842 3,300 84,394 520,268 147,246 682 238 29,002 274,390 44,294 153,457 0 66,868 28,075 4,628

[ 構 成 比 率 ] 0.3% 6.2% 38.3% 10.9% 0.1% 0.0% 2.1% 20.2% 3.3% 11.3% 0.0% 4.9% 2.1% 0.3%

[ 収 入 項 目 ]

１　使用料・手数料等　b 225,346 0 46,266 24,087 29,513 3,196 170 9,648 54,627 1,012 20,734 0 36,093 0

b / a 16.6% 0.0% 54.8% 4.6% 20.0% 468.6% 71.4% 33.3% 19.9% 2.3% 13.5% 0.0% 54.0% 0.0%

２  国庫(府)支出金　　c 271,672 0 4,633 231,216 5,336 0 2 289 21,408 6 2,332 0 6,450 0

c / a 20.0% 0.0% 5.5% 44.4% 3.6% 0.0% 0.8% 1.0% 7.8% 0.0% 1.5% 0.0% 9.6% 0.0%

３　一般財源   　　　ｄ 789,951

d / a 58.2%

収　　入(b+c+d)　  　ｅ 1,286,969

４  正味資産国庫(府)　
39,139

　　支出金償却額等　f

５　期 首 一 般 財 源 等 3,384,330

 差　　引(ｅ‐ａ＋ｆ)
▲ 30,734

 一般財源等増減額

６　期 末 一 般 財 源 等 3,353,596



 次に、収入について、前年度と比較してみると、475 億円（3.8％）の増となってい

ます。 
 この内訳としては、生活保護費等の扶助費の伸びに連動し、その財源も増加したこと

などから、国庫（府）支出金が 250 億円（10.1％）の増となったことや、互助組合返還

金や財産売却代等の一時的な収入増により使用料・手数料等が 156 億円（7.5％）の増

となったことがあげられます。 
一般財源については、市税収入が８年振りに前年度決算を上回ったことなどから、69

億円（0.9％）の増となりました。 
 この結果、収入総額 1 兆 2,870 億円から、国や府からの補助金等により形成した資産

の減価償却費等を除く本市の純粋な行政コスト 1 兆 3,177 億円を差し引くと 307 億円

の欠損が出ていますが、前年度からは 571 億円の収支改善となりました。 
 
 前年度からの収支改善の要因としては、職員人件費などのコスト削減に努めたことな

どがあげられますが、一時的な収入増があったことも大きな要因となっています。 
また、コスト全体の約４分の１を占める扶助費について、前年度比で 189 億円（5.8％）

の増となっていることや、過去の資産形成に対する減価償却費は今後も高水準で推移す

ると見込まれることなどを考えると、これらは平成 17 年度以降、引き続き財政を圧迫

する要因となっていきます。 
 また、地方財政対策についても、地方交付税などが従来どおり確保できるか不透明な

状況もあり、ここしばらくは非常に厳しい財政状況が続くと考えられます。 
 このような状況のもと、今後とも、人件費、物件費などあらゆる分野にわたり、都市

経営の観点から徹底したコストの削減を行い、財政構造改革に取り組んでまいります。 
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